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定年後再雇用拒否最高裁で初判断

　定年後再雇用を拒否された労

働者が会社に対して地位確認な

どを求めた訴訟の上告審判決が

11 月 29 日、最高裁（第１小法廷）

であり、継続雇用の基準を満た

す労働者は定年後も雇用の継続

を期待する合理的理由があると

して、解雇法理を類推適用して

雇用関係の存続を認め、会社側

の上告を棄却し、雇用の存続と

賃金の支払いを命じました。

　平成 18 年４月改正による高年

齢者雇用安定法（高年法）下の

再雇用拒否事件で、初めて最高

裁による判断が示されたことに

なります。

　この事件では、ＪＭＩＵ（全日

本金属情報機器労組）津田電気

計器支部（大阪府箕面市）の書

記長を含む全組合員３人だけが

再雇用を拒否されたため、社員

としての地位確認と賃金の支払

いを求めていたもので、平成 22

年９月の大阪地裁、平成 23 年３

月の大阪高裁のいずれも労働者

側の主張を認める判決が出され

ていました。

事件の概要

　本件では、労働者側は雇用の

継続を希望したものの、会社側

は仕事ぶりを点数化して評価す

る社内基準を満たしていないと

して、61 歳を迎えた平成 21 年１

月以降の再雇用を拒否していま

した。

　裁判所は、この会社の対応に

ついて、「男性は社内の基準を満

たしており、再雇用しないのは

合理的な理由を欠く」と述べ、

不当に低い評価をして再雇用を

拒否したのは違法だとの判断を

示しました。

会社による恣意的な再雇用基準の運用は認められない

　平成 25 年４月より改正高年法

が施行されると、一定年齢以上

の者については、従来通り労使

協定等に定める再雇用基準に照

らして継続雇用の対象とするか

どうかを会社が判断することが

できますが、それ以外の者につ

いては、原則として、希望者全

員を雇用確保措置の対象とする

ことが義務付けられます。

　今後は、企業が不当に労働者

の継続雇用申入れを拒否した場

合や、再雇用後の雇止め理由が

合理的でない場合等に、労働者

から地位確認および賃金の支払

いを求めて訴訟提起される可能

性があると言えます。

再雇用拒否をめぐる労使トラブルの今後

雇
用
義
務
付
け
も
検
討

体
制
の
整
備
が
不
可
欠

経
営
に
生
か
す

法
定
雇
用
率
が
引
上
げ

精
神
障
害
者
の
雇
用
検
討

定
事精

Pick Up

り
、
対
応
の
早
い
企
業
で
は
、

優
秀
な
技
能
を
持
つ
精
神
障

害
者
を
獲
得
し
よ
う
と
動
き

出
し
て
い
ま
す
。

　

精
神
障
害
に
は
様
々
な
種

類
や
症
状
の
程
度
が
あ
り
ま

す
。「
精
神
障
害
者
」
と
い
っ

て
も
、
接
客
の
よ
う
な
仕
事

に
は
向
か
な
い
け
れ
ど
も
、

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
プ
ロ
グ
ラ

ミ
ン
グ
能
力
が
非
常
に
優
れ

て
い
る
な
ど
、
企
業
が
適
材

適
所
で
雇
用
す
れ
ば
貴
重
な

戦
力
と
な
る
方
も
多
く
い
る

の
が
事
実
で
す
。

　

急
速
な
高
齢
化
の
進
む

中
、
今
後
の
雇
用
戦
略
を
考

え
る
う
え
で
は
、
こ
う
し
た

積
極
的
な
障
害
者
雇
用
も
検

討
し
て
み
る
必
要
が
あ
る
よ

う
で
す
。
た
だ
、
精
神
障
害

者
の
約
40
％
が
採
用
後
６
カ

月
未
満
で
退
職
し
て
い
る
と

い
う
厚
生
労
働
省
の
調
査
結

果
も
あ
り
ま
す
。
障
害
者
の

採
用
と
労
務
管
理
に
つ
い
て

は
、
企
業
の
体
制
整
備
が
不

可
欠
で
し
ょ
う
。

　

企
業
が
達
成
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
障
害
者
の
法
定
雇

用
率
（
従
業
員
に
占
め
る
障

害
者
の
割
合
）
は
、
一
般
企

業
に
つ
い
て
は
現
在
「
1.8
％
」

で
す
が
、
こ
れ
が
平
成
25
年

４
月
か
ら
「
2.0
％
」
へ
引
き

上
げ
ら
れ
ま
す
。
未
達
成
企

業
は
、
不
足
す
る1

人
分
当

た
り
５
万
円
を
国
に
納
付
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
ま

た
、
す
で
に
障
害
者
を
雇
用

す
る
企
業
に
つ
い
て
は
、
障

害
者
の
雇
用
に
関
す
る
状
況

の
報
告
が
毎
年1

回
必
要
で

す
が
、
そ
の
義
務
が
課
さ
れ

る
企
業
規
模
も
変
更
さ
れ
ま

す
。
現
行
の
労
働
者
数
「
56

人
以
上
」
か
ら
「
50
人
以
上
」

と
な
り
ま
す
の
で
、
該
当
す

る
企
業
は
注
意
が
必
要
で

す
。

　

ま
た
、
厚
生
労
働
省
で
は

「
精
神
障
害
者
の
雇
用
義
務

付
け
」
に
つ
い
て
の
議
論
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

現
行
の
法
定
雇
用
率
は
、

身
体
障
害
者
と
知
的
障
害
者

だ
け
を
算
定
の
根
拠
に
し
て

い
ま
す
が
、
新
た
に
精
神
障

害
者
の
雇
用
義
務
付
け
が
な

さ
れ
る
と
算
定
の
仕
方
が
変

わ
り
、
雇
用
率
が
引
き
上
げ

ら
れ
る
可
能
性
も
あ
り
ま

す
。

　

こ
う
し
た
制
度
改
正
へ
の

対
応
も
含
め
て
、
障
害
者
を

積
極
的
に
雇
用
し
、
経
営
に

生
か
そ
う
と
す
る
動
き
も
出

て
き
て
い
ま
す
。
ス
ー
パ
ー

で
は
開
店
前
の
清
掃
や
品
出

し
等
で
働
い
て
も
ら
っ
た

り
、
資
本
の
あ
る
企
業
で
は
、

特
例
子
会
社
を
設
立
し
た
り

す
る
と
こ
ろ
も
あ
る
そ
う
で

す
。

　

現
在
、
人
材
紹
介
会
社
に

は
求
人
依
頼
が
殺
到
し
て
お



無期労働契約へ転換
　「労働契約法の一部を改正する法律」

が平成 24 年 8 月 10 日に公布されまし

た。

　この改正では、有期労働契約につい

て、３つのルールが新たに設けられま

したが、今月は、そのうち「無期労働

契約への転換」を解説します。

２．無期労働契約への転換

改正労働契約法 解説②

有期労働契約（期間を決めた契約）が何度も更新され、契約期間の通算が５年を超

えた労働者が希望した場合、使用者はその労働者との契約を「無期労働契約」に転

換しなければならなくなりました。

１ 年 １ 年 １ 年 １ 年 １ 年 １ 年 Ｃ無期労働契約

締
結

更
新

更
新

更
新

更
新

Ｄ
更
新

Ｂ
転
換

A 申込み

１ 年 １ 年 Ｃ無期労働契約

更
新

Ｄ
更
新

Ｂ
転
換

A 申込み
５ 年

通算５年を超えて契約更新した労働者が、その契

約期間中に無期転換の申込みをしなかったときは、

次の更新以降でも無期転換の申込みができる

Ａ申込み：現在の有期労働契約期間中に、通算契約期間が５年を超える場合、労働

者は、その契約期間の初日から末日までの間に、無期転換の申込みをすることが

できます

Ｂ転換：Ａの申込みをすると、使用者が申込みを承諾したものとみなされ、無期労

働契約が成立します。無期に転換されるのは、申込み時の有期労働契約が終了す

る翌日からとなります

Ｃ無期労働契約：無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間など）は、

別段の定めがない限り、直前の有期労働契約と同一となります

Ｄ更新：無期転換を申し込まないことを契約更新の条件とするなど、あらかじめ労

働者に無期転換申込権を放棄させることはできません

今回紹介した「無期労働契約への転換」は、新たな３つのルールのうち、最も重要

といえるでしょう。施行日（平成 25 年４月１日）以後に開始する有期労働契約が５

年のカウントの対象となりますから、実際に転換が生じるのはまだ先のことですが、

今から内容を理解しておくことは大切です。

　なお、有期労働契約と有期労働契約の間に、空白期間（同一使用者の下で働いて

いない期間）が６か月以上あるときは、その空白期間より前の有期労働契約は５年

のカウントに含めないこととされています（これをクーリングといいます）。来月号

では、このクーリングについて解説します。

勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
規
制

調
査
結
果
の
概
要

規
制
導
入
に
向
け
た
検
討

　

こ
の
調
査
結
果
は
、
参
議

院
調
査
室
の
調
査
情
報
誌
に

掲
載
さ
れ
た
も
の
で
、
総
務

省
が
５
年
ご
と
に
実
施
す
る

「
社
会
生
活
基
本
調
査
」
に
基

づ
き
、
長
時
間
労
働
の
実
情

に
着
目
し
な
が
ら
働
く
人
の

平
均
的
な
１
日
の
時
間
の
過

ご
し
方
を
概
観
し
、
現
行
の

労
働
時
間
規
制
の
概
略
お
よ

び
新
た
な
規
制
（
勤
務
間
イ

ン
タ
ー
バ
ル
規
制
）
の
導
入

可
能
性
に
つ
い
て
の
検
討
等

が
行
わ
れ
た
も
の
で
す
。

　

そ
れ
に
よ
る
と
、
男
性
で

「
平
日
に
11
時
間
以
上
働
く

者
」
の
割
合
は
、
平
成
13
年

の
22
％
が
平
成
18
年
に
は

24
％
、
平
成
23
年
に
は
25
％

へ
と
上
昇
し
て
い
ま
す
。
こ

れ
に
「
10
～
11
時
間
未
満
」

を
加
え
る
と
平
成
23
年
は

40
％
と
、
平
成
13
年
の
35
％

か
ら
５
％
ほ
ど
上
昇
し
て
い

ま
す
。

　

ま
た
、
女
性
で
11
時
間
以

上
働
く
者
は
、
平
成
13
年
の

4.7
％
か
ら
平
成
18
年
は
6.5
％

へ
と
上
昇
し
、
平
成
23
年
も

高
止
ま
り
と
い
う
傾
向
を
示

し
て
い
ま
す
。

　

本
調
査
結
果
で
は
、「
法
定

労
働
時
間
を
超
え
る
時
間
外
・

休
日
労
働
は
、
労
使
協
定
の

締
結
と
行
政
官
庁
へ
の
届
出

を
要
件
と
し
て
、
比
較
的
容

易
に
認
め
ら
れ
て
い
る
」、「
現

行
法
制
で
は
極
め
て
長
い
時

間
外
労
働
を
抑
制
す
る
こ
と

が
で
き
ず
、
労
働
者
の
健
康
・

安
全
面
に
つ
い
て
の
十
分
な

歯
止
め
が
掛
け
ら
れ
て
い
な

い
事
案
が
生
じ
て
い
る
」
と

し
た
う
え
で
、「
現
行
の
長
時

間
労
働
規
制
で
は
不
十
分
と

の
判
断
の
下
、
労
働
安
全
衛

生
の
観
点
を
踏
ま
え
た
取
組

が
労
使
間
に
見
ら
れ
つ
つ
あ

る
。
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル

規
制
の
導
入
に
向
け
た
取
組

で
あ
る
」
と
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
今
後
の
見
通
し

に
つ
い
て
、
昨
年
10
月
の
参

議
院
厚
生
労
働
委
員
会
で
の

牧
厚
生
労
働
副
大
臣
の
答
弁

を
引
用
し
つ
つ
、「
勤
務
間

イ
ン
タ
ー
バ
ル
規
制
を
広
く

導
入
し
て
い
く
環
境
が
十
分

に
整
っ
て
い
る
と
は
言
い
難

い
。
し
か
し
、
情
報
通
信
分

野
の
よ
う
に
、
長
時
間
労
働

で
あ
り
、
勤
務
形
態
が
不
規

則
で
あ
る
よ
う
な
分
野
に
お

い
て
は
、
勤
務
間
イ
ン
タ
ー

バ
ル
規
制
の
導
入
の
必
要
性

は
今
後
高
ま
っ
て
い
く
も
の

と
考
え
ら
れ
る
」
と
結
論
付

け
て
い
ま
す
。



雇
用
促
進
税
制
を
利
用

対
象
事
業
主

手
続
き

制
度
概
要

　

従
業
員
を
新
た
に
雇
う
と

税
制
が
優
遇
さ
れ
る
「
雇
用

促
進
税
制
」
を
ご
存
知
で
す

か
？

　

あ
ら
か
じ
め
「
雇
用
促
進

計
画
」
を
事
業
年
度
開
始
後

２
か
月
以
内
に
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
に
提
出
す
る
等
の
手
続
を

す
る
と
、
従
業
員
数
の
増
加

１
人
あ
た
り
20
万
円
の
税
額

控
除
が
受
け
ら
れ
る
制
度
で

す
。

　

平
成
23
年
４
月
１
日
か
ら

平
成
26
年
３
月
31
日
ま
で
の

期
間
内
に
始
ま
る
い
ず
れ
か

の
事
業
年
度
（
以
下
「
適
用

年
度
」
と
い
い
ま
す
。）※

１

に
お
い
て
、

・
雇
用
者
増
加
数
が
５
人
以

上
（
中
小
企
業
の
場
合
は

２
人
以
上
）

・
一
定
の
方
法
で
算
定
し
た

雇
用
増
加
割
合※

２

が

10
％
以
上
等

の
要
件
を
満
た
す
企
業
は
、

雇
用
増
加
数
１
人
当
た
り
20

万
円
の
税
額
控
除※

３

が
受

け
ら
れ
ま
す
。 

※

１

個
人
事
業
主
の
場
合
は
、

平
成
24
年
１
月
１
日
か

ら
平
成
26
年
12
月
31
日

ま
で
の
各
暦
年 

※

２

雇
用
増
加
割
合 

＝ 

適
用

年
度
の
雇
用
者
増
加
数 

÷
前
事
業
年
度
末
日
の
雇

用
者
総
数

※

３

当
期
の
法
人
税
額
の
10
％

（
中
小
企
業
は
20
％
）
が
限

度
に
な
り
ま
す

・
青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
事

業
主
で
あ
る
こ
と 

・
適
用
年
度
と
そ
の
前
事
業
年

度
に
、
事
業
主
都
合
に
よ

る
離
職
者
が
い
な
い
こ
と 

・
適
用
年
度
に
雇
用
者
（
雇
用

保
険
の
一
般
被
保
険
者
）

の
数
を
５
人
以
上
（
中
小

企
業
の
場
合
は
２
人
以
上
）

か
つ 

、
10
％
以
上
増
加
さ

せ
て
い
る
こ
と 

・
適
用
年
度
に
お
け
る
給
与
等

の
支
給
額
が
、
一
定
額
以

上
で
あ
る
こ
と
等

①
事
業
年
度
開
始
後
２
か
月

以
内
に
、
目
標
の
雇
用
増

加
数
な
ど
を
記
載
し
た
雇

用
促
進
計
画
を
作
成
し
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
へ
提
出
し
ま

す
。

②
事
業
年
度
終
了
後
２
か
月
以

内
（
個
人
事
業
主
に
つ
い
て

は
３
月
15
日
ま
で
）
に
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
に
雇
用
促
進
計

画
の
達
成
状
況
の
確
認
を
求

め
ま
す
。
確
認
を
求
め
て
か

ら
返
送
ま
で
約
２
週
間
（
４

～
５
月
は
１
か
月
程
度
）
か

か
り
ま
す
の
で
、
確
定
申
告

期
限
に
間
に
合
う
よ
う
に
注

意
し
ま
し
ょ
う
。 

③ 

確
認
を
受
け
た
雇
用
促
進
計

画
の
写
し
を
確
定
申
告
書
等

に
添
付
し
て
、
税
務
署
に
申

告
し
ま
す
。

　

期
間
限
定
の
お
得
な
制
度
で

す
。
条
件
を
満
た
す
よ
う
で
し

た
ら
、
是
非
、
活
用
を
検
討
し

て
く
だ
さ
い
。　

雇
用
保
険
の

助
成
金
と
は
独
立
し
た
制
度
で

す
の
で
、
助
成
金
を
受
け
て
い

て
も
、
利
用
可
能
で
す
。

　医療法人の管理職の方に（３回シリーズの２回目）

コミュニケーション研修を実施致しました。

　前回は弊社の持ち味カードを使用し、自分の持ち味

を再確認していただきましたが今回は少しコンピテン

シーを交えた研修を行いました。コンピテンシーとは、

成果を出している職員に共通してみられる行動特性の

ことをいいますが、　そこで持ち味カード７０項目の

中のコミュニケーションという１項目に絞り、上手く

いっている自分の行動や「この人のこういうところが

すごいよね」と思う他者の行動などを考え書き出して

いくという作業をしていただきました。少し大変な作

業にはなりましたが、皆さんの書き出した内容を見ら

れて、「これいいね！」「私もこんな風にしてみる」な

どの声が聞こえてきていました。

　次回、最後（３回目）の研修の内容はソーシャルス

タイルです。人にはいろんなタイプの方がいます。皆

管理職向けｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研修

同じように接するのでは

なく、それぞれのタイプ

に合った対応をすること

がよりコミュニケーショ

ンを円滑にすすめること

ができます。このタイプ

の部下にはどのように接

していけば良いのか、指

導したら良いのかなど、

学んで実践で活用して頂

きたいと思います。

　　　　　（担当：萩原）

日　時：12 月 19 日（水）16：00 ～ 18：00
参加者：医療法人（熊本）管理職員　26 名
講　師：上田正順

・一括有期事業開始届の提出（建設業）

　主な対象事業：概算保険料 160 万円未満でかつ請負

　金額が 1 億 9000 万円未満の工事

・12 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税額の納付

・源泉所得税の特例納付（7 月～ 12 月分）

・12 月分健康保険料・厚生年金保険料の支払

・労働保険料の納付（延納第 3 期分）

・労働者死傷病報告書の提出（休業 4 日未満の 10 月～

　12 月の労災事故について報告） 

・税務署へ法定調書（源泉徴収票・報酬等支払調書・配当

　剰余金の分配支払調書・法定調書合計表）の提出

・市区町村への給与支払報告書の提出

・11 月決算法人の確定申告・5 月決算法人の中間申告

・2 月・5 月・8 月決算法人の消費税の中間申告

1/10

1/10 又は 1/20

1/31

お仕事カレンダー



役職定年後の継続雇用 どう取り扱えばいい？

※ 詳しい内容につきましては
　当社（楠田）までご連絡ください

約２５％の会社は、役職定年制を導入しているという

データーがあります。

来年、平成２５年４月からの高年齢者雇用安定法の改

正や定年の延長・継続雇用により役職定年後の管理職

者が６５歳まで、約１０年ほど勤める職場環境となっ

てきました。役職定年後、大幅な賃金減額にならない

よう時間外手当込みの「専門職手当」でなどで処遇す

るなど、組織になじむ制度が良いでしょう。

役職定年後は「役職手当は支給しない」けど

役職を解くと、役職手当は 支給しないけど…？　こうすれば安心、就業規則！

役職定年制
＆

６５歳まで
継続雇用

給与減額

残業代

職　責

部下育成成

代表取締役　上田　正順

謹んで新春のお喜びを申しあげます。

旧年中はひとかたならぬご厚情を賜り、厚くお礼申しあげ

ます。 

本年は高齢者雇用安定法の改正・安全衛生法のメンタルヘ

ルス対策の義務化・労働者契約法の改正を控えております。

この対策はもちろんのこと労使トラブルを防ぐために「人

の専門家」として労務管理・人事制度等のアドバイス・フォ

ローに対し全力で取り組む所存です。

なにとぞ倍旧のご支援のほどお願い申しあげます。

〒862-0949  熊本市中央区国府 1-13-5  2Ｆ
TEL  ：096-211-6055　FAX：096-211-6065
URL：http://brainstar.jp

096-211-60550

「役職定年制」により、役職は解任されたものの、実

際に職務の軽減が行われないまま、役職手当の支給を

取りやめることは出来ないと考えられます。

【解説】

役職定年制のメリットは、ポスト不足の解消、人件費

の削減、若手社員の育成などが 挙げられます。しかし、

会社としては、ポストを若手に譲り、人件費の削減を

図りつつ、効率化を進めたいところですが、後任者が

おらず結局同じ役職に留めざるを得なかったり、運用

上の問題も無視できません。

【今後の「役職定年制」の導入や運用の注意点】

役職定年制には役職手当のカットや、かなり大幅な賃

金の減額となることも多く、また６５歳までの勤務を

考えた際には、賃金の減額の影響も大きくなります。

役職を解かれた後でも、実質的に職務の内容が軽減さ

れていない場合は、役職手当が支給されなくなり、著

しい賃下げとなれば、労使トラブルに発展することが

あります。

(1) 職務内容の見直しと賃金・賞与の扱い 

(2) 専門的能力の活用方法 

(3) モチベーションの維持

(4) 後任者や他の従業員への影響などに十分に配慮し、

　 制度化が必要です。

役職定年者後の社員も、役職に至らなかった社員

も、同様の賃金体系でいいのでしょうか？６５歳

までの継続雇用が普及する中で、役職定年後勤務

に対しても、責任やモチベーションをもって仕事

をするには？

また、残業の有無に伴い、残業代を一般社員の時

のように、申告制が良いか？それとも、部長手当

や、課長手当のように固定残業代として「専門職

手当」など、新しい固定残業手当の新設が妥当か、

会社や組織ごとに検討していただくことが必要と

なります。

役職定年者後の社員も、役職に至らなかった社員

も、同様の賃金体系であれば、退職金の支給率や

支給額も同じになるのでしょうか？

ポイント制退職金や役職加算についても、新しい

制度をつくり、退職金制度の変更規定など、必要

はないのでしょうか？

役職定年後の社員とずっと一般社員！
退職金に影響は？

役職定年により解職された社員も、
一般社員も同じ？


